
○三芳町住宅防犯対策補助金交付要綱

令和7年2月28日

告示第50号

(目的)

第1条　この要綱は、犯罪を未然に防止するために、自ら居住している町内の住宅(事務所、店舗その他これらに類

する用途を兼ねる家屋を含む。以下「住宅等」という。)において防犯対策を行った者に対し、その費用の一部

を予算の範囲内において補助金を交付することにより、町民の防犯対策を推進し、もって安全で安心して暮らせ

るまちの実現に資することを目的とする。

(補助対象事業)

第2条　補助金の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、次の各号のいずれかに該当する防犯対策

を、町内に存する住宅等に対して実施するものとする。

(1)　防犯カメラの設置のうち、次に掲げる事項を満たすもの

ア　設置場所が住宅等の敷地内であること。

イ　撮影範囲が住宅等の敷地内であり、近隣住民等のプライバシー保護に留意していること。ただし、やむを

得ず住宅等の敷地外が撮影範囲に入る場合は、撮影範囲に入る住宅等その他の物の所有者又は使用者に事前

に説明を行い、同意を得ていること。

(2)　防犯フィルムの貼付け

(3)　人感センサーライトの設置

(4)　センサーアラームの設置

(5)　モニター付きインターホンの設置

(6)　詐欺被害防止電話機器の設置

(7)　その他、犯罪の未然防止を図るために必要であると町長が認める防犯設備の取付け

(補助対象者)

第3条　補助の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次に掲げる事項を満たすものとする。

(1)　申請日時点で、町内に在住し、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)の規定により本町の住民基本台帳に

記録されている個人であること。

(2)　住宅等の所有者でない場合は、所有者の同意を得ている者であること。

(3)　同一の世帯に所属する世帯員のうち、過去にこの要綱による補助金の交付を受けている者がいないこと。

(4)　町税等を滞納していないこと。

(5)　三芳町暴力団排除条例(平成25年三芳町条例第3号)に規定する者でないこと。

(6)　住宅等の売買を目的として補助対象事業を実施するものではないこと。

(補助対象経費)

第4条　補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。

(1)　第2条各号に定める防犯対策に係る器具等の購入に要する経費とする。

(2)　前号に規定する器具等の設置に要する経費であって、補助対象者が事業所等に支払ったものとする。

(補助金の額及び交付回数)

第5条　補助金の額は、前条に規定する経費を合算した額に2分の1を乗じて得た額(その額に1,000円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額)とし、15,000円を上限とする。

2　補助金の交付回数は、同一の住宅等につき1回とする。

3　第2項の規定にかかわらず、二世帯住宅等(1の住宅に各世帯の専用の玄関、台所、トイレ等を有し、それぞれの

世帯で独立した生活が可能であるものをいう。)に対する補助金の交付回数は、世帯ごとにそれぞれ1回とする。

(交付申請及び請求)

第6条　補助金の交付を受けようとする補助対象者(以下「申請者」という。)は、三芳町住宅防犯対策補助金交付

申請書兼請求書(様式第1号。以下「申請書兼請求書」という。)に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなけ

ればならない。

(1)　補助対象事業の内容、設置年月日又は購入年月日、領収金額、領収年月日が記載された領収書その他の書

類(原本)

(2)　補助対象事業の実施内容がわかる写真

(3)　二世帯住宅等1の住宅に玄関が2以上ある場合に対する防犯設備工事等に係る補助金の交付を受けようとす

る場合は、当該住宅の図面等

(4)　自己の所有する住宅以外の住宅に居住している者が補助金の交付を受けようとする場合は、住宅防犯対策

の設置に係る住宅所有者の同意書(様式第2号)

(5)　その他町長が必要と認めるもの

2　前項の申請及び請求については、購入若しくは設置した日から起算して6月以内又は購入若しくは設置した日の

属する年度の末日のいずれか早い日までに提出しなければならない。

3　申請書兼請求書の提出先は、自治安心課の窓口とする。

(交付決定及び通知等)



第7条　町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補助金の交付の可否について決定

し、三芳町住宅防犯対策補助金交付(不交付)決定通知書(様式第3号)により申請者に通知するものとする。

(交付決定の取消し)

第8条　町長は、補助金の交付決定を受けた者(以下「交付決定者」という。)が、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1)　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

(2)　法令等又はこの告示の規定に違反したとき。

2　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、三芳町住宅防犯対策補助金交付決定取消通

知書(様式第4号)により、交付決定者に通知するものとする。

(補助金の返還)

第9条　町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、既に交付した補助金の全部又は一部の

返還を命ずることができる。

2　前項の規定により補助金の返還を命ぜられた交付決定者は、町長が指定する期日までに当該補助金を返還しな

ければならない。

(関係書類の整備)

第10条　交付決定者は、補助対象経費を明らかにした書類等を整備しておかなければならない。

2　前項に規定する書類等は、当該補助金の交付決定の日の属する年度の翌年度から5年間保存しなければならな

い。

(免責)

第11条　町長は、この補助金の交付申請等に関して申請をした者と第三者との間に生じるトラブルや損害等につい

て、一切の責任を負わない。

(その他)

第12条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

この告示は、令和7年4月1日から施行し、同日以後に実施した補助対象事業に係る補助金から適用する。


